
入 札 説 明 書 

 

この入札説明書は、公立大学法人岩手県立大学が発注する調達契約に関し、一般競争入札に参加し

ようとする者（以下「入札参加者」という。）が熟知し、かつ、遵守しなければならない一般的事項を

明らかにするものである。 

 

１ 調達内容 

(１) 購入等件名及び数量 情報端末等（職員用端末等）調達 一式 

(２) 調達件名の特質等  仕様書のとおり 

(３) 納入期限      令和７年 12月 26日（金） 

(４) 納入場所      公立大学法人岩手県立大学理事長の指定する場所 

２ 入札参加者資格 

(１) 本契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者でないこと。 

(２) 次のいずれかに該当すると認められる場合で、その事実があった後２年を経過していない者

でないこと。 

ア 契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に

関して不正の行為をした者 

イ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正の利益を得るために連合

した者 

ウ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

エ 監督又は検査の実施に当たり、法人職員の職務の執行を妨げた者 

オ 正当な理由がなく、契約を履行しなかった者 

カ 契約の履行に当たり、アからオのいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を

代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

(３) (２)のアからカのいずれかに該当する者を入札代理人として使用する者でないこと。 

(４) 会社更生法（平成 14 年法律第 154号）に基づき更正手続開始の申立てをしている者若しくは

更生手続開始の申立てがなされている者、又は民事再生法（平成 11年法律第 225 号）に基づき再

生手続開始の申立てをしている者若しくは更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(５) 岩手県知事が定める物品購入等競争入札参加資格を有し、令和５・６・７年度競争入札参加資

格者名簿に登載されている者であること。 

(６) 盛岡市、八幡平市、滝沢市、雫石町、葛巻町、岩手町、紫波町及び矢巾町（以下「盛岡地区」

という。）に本社（本店）を有する者又は盛岡地区外に本社（本店）を有しているが、盛岡地区内

に支店等を有しており、その支店等が(５)の資格を有している者であること。 

(７) 入札の日において、岩手県から、物品の製造の請負又は物品の買入れに係る指名停止又は文

書警告に伴う非指名の措置を受けていない者であること。 

(８) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第 32 条第１項各

号に掲げる者でないこと。  

３ 入札参加者に求められる事項 

(１) 入札参加者は、仕様審査に必要な書類として、次の書類（以下「仕様書等」という。）を令和

７年７月 29 日（火）午後５時までに 13(２)の場所に各一部、提出しなければならない。 

ア 仕様書 

(ア) 当該購入物品仕様書の内容が網羅されていること。 



(イ) 当該購入物品の製造メーカー及び規格等が明示されていること。 

(ウ) 当該購入物品のカタログ又は写真を添付すること。 

イ 定価見積書（調達物品及び搬入等費用を含む定価見積書（消費税及び地方消費税抜き）。なお、

メーカー希望小売価格が存在しない場合は、その旨を記載するとともに店頭価格又は実売価格

を記載すること。） 

定価見積の提出にあたっては、次の事項を記載すること。 

(ア) 提出年月日 

(イ) 入札参加者の住所及び氏名、印（法人の場合は、商号又は名称、代表者の氏名及び印）、

電話及び FAX番号、担当者名（問い合わせ先） 

(ウ) 調達件名 

(エ) 数量 

(オ) 仕様（当該購入物品の製造メーカー及び規格等が明示されていること。） 

(カ) 納期 

(キ) 納品場所 

(２) (１)の書類の提出に当たっては、次の事項を記載した「送付書」を添えるものとする。 

ア 提出年月日 

イ 入札参加者の住所及び氏名、印（法人の場合は、商号又は名称、代表者の氏名及び印）電話及

び FAX番号、担当者名（問い合わせ先） 

ウ 調達件名 

エ 提出する書類の名称 

(３) 仕様書等を提出した者は入札日の前日までの間において当該仕様書等に関し説明を求められ

た場合は、それに応じなければならない。 

(４) 仕様書等は、公立大学法人岩手県立大学において審査するものとし、基本的仕様及び特質等

が満たし、かつ、迅速な保守整備の体制が整備され、使用目的に耐え得ると認められた者に限り入

札に参加できるものとする。 

なお、仕様書等の補足、補正等は認めるが、令和７年８月８日（金）午後５時までとする。 

また、審査結果は、令和７年８月 20日（水）までにファクシミリにより通知する。 

４ 入札の方法等 

(１) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の 10 に相当する額を加

算した金額（当該金額に 1 円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）

をもって落札金額とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか

免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載す

るものとする。 

(２) 入札書を５(１)の日時に５(２)の場所に提出すること。 

(３) 入札書の金額以外の記載事項を訂正する場合は、当該訂正部分を線で抹消し入札参加者の印

で押印をしておかなければならない。 

また、一度提出した入札書は、書換え、引換え又は撤回をすることができない。 

(４) 代理人により入札に関する行為をさせようとする者は、入札書提出の前に委任状を提出しな

ければならない。 

５ 入札、開札の日時及び場所 

(１) 日時 

令和７年８月 22日（金）午前 11時 00分 



(２) 場所 

公立大学法人岩手県立大学本部棟３階 大会議室 

６ 入札保証金 

免除 

７ 入札の無効 

次のいずれかに該当する入札書は、これを無効とする。 

(１) 公告及び入札説明書に示した競争に参加する資格のない者が提出したもの 

(２) 調達件名及び入札金額のないもの 

(３) 競争参加者の氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名）及び押印のないもの

又は判然としないもの 

(４) 代理人が入札する場合は、競争参加者本人の氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代表

者の氏名）、代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名及び押印のないもの又は判然としな

いもの（記載のない事項又は判然としない事項が、競争参加者本人の氏名（法人の場合は、その名

称又は商号及び代表者の氏名）又は代理人であることの表示である場合には、正当な代理人であ

ることが委任状その他で確認されたものを除く。） 

(５) 調達件名に重大な誤りがあるもの 

(６) 入札金額の記載が不明確のもの 

(７) 入札金額の記載を訂正したもの 

(８) 公告及び入札説明書に示した競争参加者等に要求される事項を履行しなかった者が提出した

もの 

(９) その他入札に関する条件に違反したもの 

８ 入札書に関する事項 

入札書は、本学で示す書式により次のことを表示すること。 

(１) 入札年月日 

(２) 入札参加者の住所、氏名及び印（法人の場合は、所在地、商号又は名称、代表者の氏名及び印） 

(３) 入札金額 

(４) 件名 

(５) 数量 

(６) 納入期限 

９ 落札者の決定方法 

(１) 本件調達に係る入札公告及び入札説明書で示した要件の全てを満たしている入札者であって、

別に定められた予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を落札者とする。 

(２) 落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引か

せ、落札者を決定するものとする。 

(３) (２)の同価の入札をした者のうち、立ち会っていない者又はくじを引かない者があるときは、

当該入札者に代わって入札執行事務に関係のない職員がくじを引き、落札者を決定するものとす

る。 

10 開札に立ち会う者に関する事項 

開札は､入札参加者又はその代理人を立ち会わせて行うものとする。ただし、入札参加者又はその

代理人の立ち会いがない場合は、入札執行事務に関係のない職員を立ち会わせて行うものとする。 

11 再度入札に関する事項 

初度の入札において落札者がいない場合は、直ちに再度入札を行うものとする。この場合、再度入



札の回数は２回とする。 

12 契約に関する事項 

(１) 契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

(２) 落札者は、契約保証金として契約額の 100 分の５以上の額を契約締結前に納付しなければな

らない。ただし、落札者が保険会社との間に公立大学法人岩手県立大学を被保険者とする履行保

証保険契約を締結し、当該保険証券を提出したときは、契約保証金の全部又は一部の納付を免除

する。 

(３) 契約保証金は、契約の相手方が契約を履行しないときは公立大学法人岩手県立大学に帰属す 

る。 

(４) 契約条項は、別添契約書案のとおりとする。 

(５) 落札者の決定後、契約書を作成し契約が確定するまでの間において、当該落札者が入札公告

又は入札説明書に掲げるいずれかの要件を満たさなくなった場合又は満たさないことが判明した

場合は、契約を締結しない。 

13 その他 

(１) 入札参加者又は契約の相手方が本件調達に関して要した費用については、すべて入札参加者

又は契約の相手方が負担するものとする。 

(２) 仕様書、入札及び契約に関する事務を担当する室等の名称及び所在地 

公立大学法人岩手県立大学事務局総務室管財契約グループ 

〒020-0693 岩手県滝沢市巣子 152-52 電話番号 019-694-2002 



（入札書様式） 

 

入  札  書 
 

令和  年  月  日 

 

公立大学法人岩手県立大学理事長  様 

 

所在地又は住所 

商号又は名称 

代表者氏名             印 

（代理人氏名）          （印） 

 

 

 

 

件  名  情報端末等（職員用端末等）調達 

 

数  量  一式 

 

納入期限  令和７年 12 月 26 日（金） 

  

一金 

億 千 百 十 万 千 百 十 一 

円 



（委任状様式） 

 

委  任  状 
 

令和  年  月  日 

 

公立大学法人岩手県立大学理事長  様 

 

委任者 所在地又は住所 

商号又は名称 

代表者氏名               印 

 

 

私は、下記の者を代理人として、次の権限を委任します。  

入札件名 情報端末等（職員用端末等）調達 

記 

１ 受任者 

受任者 

使用印 

氏 名 

 

 

２ 委任事項 

（１）入札及び見積に関する一切の権限  

（２）保証金の納入に関すること  

（３）上記に附帯する一切の権限  

 

３ 委任期間 

令和  年  月  日 から 令和  年  月  日 まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（契約書書式例） 

 

物 品 売 買 契 約 書 

 

公立大学法人岩手県立大学（以下「甲」という。）と      （以下「乙」という。）

とは、物品の売買について、次のとおり契約を締結する。   

第１ 甲が乙から購入する物品の品名、規格及び数量は、次のとおりとする。  

(1) 品 名 情報端末等（職員用端末等）  

(2) 規 格 仕様書のとおり  

(3) 数 量 一式 

第２ 契約金額及び契約保証金は、次のとおりとする。なお、第１号の「消費税額」は、

取引に係る消費税及び地方消費税の額である。 

(1) 契 約 金 額  金         円（うち消費税額        円） 

(2) 契約保証金  金         円 

第３ 物品の受渡場所及び納入期限は、次のとおりとする。  

(1) 場 所 公立大学法人岩手県立大学理事長の指定する場所  

(2) 納入期限 令和７年 12 月 26 日(金) 

第４ 乙は、物品を納入したときは、その旨を甲に通知し、甲は、通知を受けた日から起

算して 10 日以内に、物品検収員をして、乙又は乙の指定する者の立会いの上、当該物品

が契約の内容に適合するかどうかを検収するものとする。  

２ 乙又は乙の指定する者が、前項の検収に立会いできないときは、代理人を立会いさせ

るものとする。 

３ 物品の所有権は、第１項の検収に合格したときに乙から甲に移転するものとする。  

４ 第１項の規定による検収のために必要な費用及び前項の規定により所有権が移転する

前に物品に生じた損害は、乙の負担とする。ただし、当該損害について、甲の責めに帰

すべき事由によるものであるときは、当該損害は、甲の負担とする。  

第５ 乙は、検収の結果不合格となった物品を遅滞なく引き取り、速やかに代品を納入す

るものとする。この場合における検収は、第４に定めるところによる。  

第６ 甲は、物品の納入が完了した日の翌月末日までに代価を支払うものとする。  

第７ 甲は、自己の責めに帰すべき理由により、代価の支払を遅延した場合においては、

乙に対して支払の日までの日数に応じ、契約金額につき年 2.5 パーセントの割合で計算

した額の遅延利息を支払わなければならない。 

第８ 乙は、自己の責めに帰すべき理由により納入期限までに物品を納入しない場合は、

違約金として、遅延日数に応じ、契約金額から既成部分又は既納部分相当額を控除した

額につき年 2.5 パーセントの割合で計算した額に相当する金額を甲に支払わなければな

らない。 

第９ 甲は、納入された物品に種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないもの



（以下「契約不適合」という。）があるときは、乙に対し、履行の追完を請求することが

できる。 

２ 前項の規定は、甲の乙に対する損害賠償の請求及び解除権の行使を妨げない。  

第 10 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定めてその履行の

催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、

その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照ら

して軽微であるときは、この限りでない。  

(1) 乙が、納入期限内に契約を履行しないとき、又は履行の見込みがないと認められる

とき。 

(2) 乙が、正当な理由なく、第９第 1 項の履行の追完を行わないとき。  

(3) 乙が、契約の履行について不正の行為をしたとき。  

(4) その他乙又はその代理人が、この契約に違反したとき。  

第 11 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除すること

ができる。 

(1) 契約の目的物を納入することができないことが明らかであるとき。 

(2) 乙が、契約の目的物の納入を拒絶する意思を明確に表示したとき。  

(3) 乙が、債務の一部の履行が不能である場合又は乙がその債務の一部の履行を拒絶

する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約した目的を達

成することができないとき。  

(4) 契約の目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内

に履行をしなければ契約をした目的を達することができない場合において、乙が履

行をしないでその時期を経過したとき。  

(5) 前各号に掲げる場合のほか、乙がその債務の履行をせず、甲が第 10 の規定による

催告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが

明らかであるとき。  

(6) 次のいずれかに該当するとき。  

ア 役員等（乙が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与していると認

められるものを、乙が法人である場合にはその役員、その支店又は常時契約を締結

する権限を有する事務所、事務所等を代表する者その他経営に実質的に関与してい

ると認められるものをいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団

（以下「暴力団」）という。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」

という。）であると認められるとき。  

イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員の利用等をしていると認められるとき。 

ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対する資金等の供給、便宜の供与等により、直

接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認めら



れるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながら、これを利用するなどし

ていると認められるとき。  

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認

められるとき。 

第 12 第 10 又は第 11 の規定により甲がこの契約を解除したときは、乙の納付した契約保

証金は、甲に帰属するものとする。  

第 12 第 10 又は第 11 の規定により甲がこの契約を解除したときは、乙は、損害賠償とし

て契約金額の 100 分の５に相当する額を甲に納付するものとする。  

第 13 乙は、この契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員による不当な要求又は契約

の適正な履行の妨害を受けた場合は、甲に報告するとともに警察官に通報しなければな

らない。 

第 14 乙は、この契約から生ずる債権を第三者に譲り渡し、又は担保に供してはならない

ものとする。ただし、信用保証協会法（昭和 28 年法律第 196 号）に規定する信用保証協

会及び中小企業信用保険法施行令（昭和 25 年政令第 350 号）第１条の３に規定する金

融機関に対して売掛金債権を譲渡する場合にあっては、この限りでない。  

２ 前項ただし書の規定により売掛金債権を譲渡した場合、甲の対価の支払いによる弁済

の効力は、甲が確認を行った時点で生じるものとする。  

３ 乙は、第三者に債務の弁済を行わせないものとする。  

第 15 乙が、契約不適合の物品を納入した場合において、甲がその不適合を知ったときか

ら１年以内にその旨を乙に通知しないときは、甲はその不適合を理由として、履行の追

完の請求、契約の解除及び損害賠償の請求をすることができない。ただし、乙が納入の

ときにその不適合を知り又は重大な過失によって知らなかったときは、この限りでない。 

第 16 この契約により難い事情が生じたとき、又はこの契約について疑義が生じたときは、

甲、乙協議するものとする。  

 この契約締結の証として、本書２通を作成し、甲、乙記名押印して、それぞれその１通

を保有するものとする。 

 

 

令和７年 月 日 

甲 岩手県滝沢市巣子 152-52 

公立大学法人岩手県立大学  

                  理事長   石 堂  淳   印 

 

乙  

 


